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労働者協同組合法（令和４年10月から施行）

「労働者協同組合」とは、労働者が組合員として出資し、その意見を反映して、自ら従事することを基本原
理とする組織であり、地域のみんなで意見を出し合って、助け合いながら、地域社会の課題を解決していこう
という、新しい法人制度です。

令和４年10月に施行された労働者協同組合法は、この労働者協同組合の設立や運営、管理などについて定
めた法律です。

この法律では、労働者協同組合は、
以下（１）から（３）の基本原理に従い、
持続可能で活力ある地域社会に資する事業を
行うことを目的とするよう定めています。
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新規設立と組織変更

による設立の法人数

分野の例

労働者協同組合の設立状況（概要）

「放置された荒廃山林を整備し、

キャンプ場を経営」

CampingSpecialist労働者協同組合

（三重県四日市市）

・キャンプ場の経営

・葬祭業、成年後見支援

・メディア制作体験

・地元産鮮魚販売、給食の
お弁当づくり

・カフェ、フェスティバル
運営

・高齢者介護

・生活困窮者支援

・子育て支援

・障害福祉

・清掃、建物管理

・家事代行

令和６年３月24日時点で１都１道２府26県で計79法人が設立されています。

※ 北海道、宮城県、山形県、群馬県、千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、

大阪府、兵庫県、奈良県、島根県、岡山県、広島県、山口県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、熊本県、鹿児島県、沖縄県

※ うち、非営利性を徹底した組合であることについて都道府県知事の認定を受けている特定労働者協同組合は６法人
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「移住者や地元出身者による

地域の困りごとの解決」

東白川村労働者協同組合

（岐阜県加茂郡東白川村）

「経験豊かな高齢者が

いきいきと働ける場づくり」

労働者協同組合上田

（長野県上田市）

「自分たちが理想とする

より良いケアの追求」

労働者協同組合うつわ

（大阪府大阪市）

新規設立
66

組織変更
13企業組合からの組織変更

→11法人
NPO法人からの組織変更
→２法人



事例① 東白川村労働者協同組合（令和５年４月設立）

• 岐阜県加茂郡東白川村を中心としたエリアで、今までは自
分でできていたが、高齢となりできなくなった、そんな
「地域の困りごと」を少しでも解消したいと設立。

• 草刈り、茶畑の管理代行を軸に事業を行っており、今後は
生活支援・移動支援、家の片付け、空き家の管理などにも
事業を広げる予定。

• メンバーは、東京からの移住者でITプログラマー、元地域
おこし協力隊として同様に東京からの移住者で現在喫茶店
を経営している方、地元会社で経理を担当している地元出
身の方など多様な人々が集まっている。

• 本格的に検討している今後の活動は移動支援。村では交通
空白地として福祉運送を行っているが、対象が要介護認定
者に限定され、元気な高齢者向けのサービスがない。その
ため、公共交通空白地有償運送というスキームで移動支援
事業を計画中。

• この活動を通じて、東白川村が、移住しやすい、仕事のし
やすい場所だと多くの人に知ってもらい、東白川村やその
周辺の地域で暮らす人たちがもっと増えることを願ってい
るそうだ。
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事例② 労働者協同組合上田（令和５年３月設立）

• 長野県上田市で、経験豊かな高齢者がいきいきと働く場
を作ろうと、任意団体を立ち上げ、その活動の中から、
事業性が見えた営繕に関する事業を労働者協同組合とし
て法人化。現在、営繕に関する仕事を中心に事業を展開。

• 活動の目標は「第二の人生を私たちが主役となって、地
域の課題や問題を解決していく仕事の担い手になる。そ
して、次の人たちに継いでゆく」こと。

• 楽しく仕事ができることを大切に、誰かから命令されて
やるのではなく、自らが主体的に取り組むことを大切に
している。

• 令和５年４月には、地域の人からの紹介で、高齢者世帯
から、「自宅の屋根の塗装をしてほしい」「業者に頼ん
でも良いのだけれど、一人世帯なので不安がある」との
相談を受け、最初の仕事が舞い込んだ。

• 地域包括支援センター・社会福祉協議会・まちづくり協
議会など地域の人々と提携し、労働者協同組合が問題解
決の受け手となるよう、様々な活動を続けている。
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特設サイト、メールマガジンによる情報発信
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例えばここには…..

こちらには…..
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・ 労働者協同組合法の周知のため、①労働者協同組合特設サイト開設、②労働者協同組合に関するフォーラムの開催、③労働
者協同組合立ち上げや移行等に関する相談窓口の設置等を実施。

特に、労働者協同組合法の特設サイト「知りたい！労働者協同組合法」では好事例動画や記事、労働者協同組合関係者への
インタビュー記事等を掲載。

https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/
https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/magazines
https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/magazines
https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/


労働者協同組合法の円滑な施行

令和６年度当初予算案 62百万円（40百万円）※（）内は前年度当初予算額

雇用環境・均等局勤労者生活課
（内線5363）

労働保険特別会計 一般
会計労災 雇用 徴収

約1/2 約1/2

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

モ デ ル 事 業
（ ３ カ 年 ・ 新 規 ）

厚 生 労 働 省

※ 全国で１事業者

モデル地域の選定等
を行う検討委員会の
設置及び運営

①自治体支援事業

（専門家の講演や設立された労働
者協同組合の事例紹介等を内容と
するオンラインセミナーを都道府
県等と連携して開催）

②普及啓発事業
（特設サイトの運営、メールマガ
ジンの発行）

厚 生 労 働 省

委託

受 託 事 業 者

協 議 会

都道府県 市 町 村

経 済 団体

農 協金 融 機関

当事者団体 社 協

労 働 組合

・協議会への伴走支援
（連絡調整・研修実施）

・モデル事業の調査報
告書の作成

受 託 事 業 者

多様な働き方を実現
する環境整備、多様
な雇用機会実現のた
めの取組

※ 都道府県が
中心

委託 委託

制 度 の 周 知 広 報 ・ 設 立 支 援

１ 事業の目的

○ 労働者協同組合制度の周知・広報、労働者協同組合の活用促進を図る創意工夫ある地域の取組への支援、その他円滑な法律の施行のた
めに必要な事業を行うもの。

○ 令和６年度は、法施行から１年半を経過したことを踏まえ、全国で設立された労働者協同組合の活用事例の紹介や、組合設立、NPO法
人等から労働者協同組合への組織変更を希望する者への情報提供・発信等を行う。

○ また、新たに、国がモデル地域として選定した都道府県に設置される協議会における労働者協同組合の活用を通じ、個々の事情に応じ
た多様な働き方が可能となる環境の整備や、働きづらさを抱える方々や女性、中高年齢者などの多様な雇用機会の創出を行う創意工夫あ
る地域の取組を支援し、全国展開を図るもの。

※ 労働者協同組合：令和４年１０月に施行された労働者協同組合法に基づき、労働者が組合員として出資し、その意見を反映して、自ら従事することを基本原理とする法人
制度
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